
第５次草津市総合計画第３期基本計画

■施策評価シート
「活気」があふれるま

ちへ

コミュニティ・市民自治

施策番号 市民自治の確立

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成32年度

目標値 21.0

実績値 －

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成31年度の取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

〇

○

〇

■施策に含まれるその他の事業一覧

分野

担当課
協働のまちづくり条例推進事業 まちづくり協働課
地域まちづくりセンター整備事業 まちづくり協働課

16.2

まちづくり協議会の活動内容や草津市立まちづくりセンターでの各種活動団体の活動内容等の情報発信に努め、市
民や地域が中心となった自治の確立に向けて取り組む必要がある。

地域のまちづくりの拠点施設である地域まちづくりセンターの地域の特性を活かした活用が促進されるよう、指定管理
者であるまちづくり協議会や中間支援組織、各種団体との連携を図り、交付金等による財政支援や取組等の周知啓
発など必要な支援を行う。

まちづくり協議会推進事業

15.8 －

まちづくりの基本方針

地域まちづくりセンター管理運営事業 まちづくり協働課

まちづくりセンター管理運営事業

まちづくり協働課

まちづくり協働課

市民意識調査の結果、市民主役のまちづくりが進んでいると思う市民の割合が前年度より0.4ポイント減少している。
実質的には、ほぼ変化がないものと考える。

草津市協働のまちづくり条例に基づき、中間支援組織として指定する（公財）草津市コミュニティ事業団、（社福）草津
市社会福祉協議会の活動により、さらなる協働のまちづくりが促進される。

主要事業 担当課 達成度評価理由

地域まちづくり拠点の充実を進めて、まちづくり協議会の組織運営や地域人材育成への支援、また、まちづくりの多様
な主体間の連携・協働を促進します。

事務事業

－

地域一括交付金、がんばる地域応援交
付金などを活用した取り組みが、各地
域で展開され、協働のまちづくりが推進
された。

草津市コミュニティ事業団と連携し、セ
ンター利用者の増加を図るとともに市民
活動を推進した。

地域まちづくりセンターの管理・運営に
ついて、円滑な施設運営が図られた。

市民自治の確立のための環境整備

20－01－①

市民主役のまちづくりが進んでいると思う市民の割合（％）

平成28年度

（※基準値）

平成29年度

18.0

平成30年度 平成31年度

19.0 20.0

基本方針

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要

事業についてのみ記載しています。

20－01－①



第５次草津市総合計画第３期基本計画

■施策評価シート
「活気」があふれるま

ちへ

コミュニティ・市民自治

施策番号
基礎的コミュニティの

活性化

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成32年度

目標値 55.0

実績値 －

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成31年度の取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

〇

■施策に含まれるその他の事業一覧

掲示板設置補助事業 まちづくり協働課
コミュニティ振興事業 まちづくり協働課
コミュニティ活動初期備品整備補助事業 まちづくり協働課
自治会活動保険加入補助事業 まちづくり協働課

事務事業 担当課
行政事務委託事業 まちづくり協働課
草津市自治連合会活動補助事業 まちづくり協働課

コミュニティハウス整備補助事業 まちづくり協働課

当初の予定どおり、補助事業を実施し
た。また、次年度以降の相談受付およ
び、全町内会へ集会所の整備改修につ
いて、意向調査を実施した。

48.9 48.6 － －

町内会の加入率は90.8％（平成30年3月末時点）と高い水準にあるものの、市民意識調査の結果、「町内会の活動に
参加している市民の割合」が、前年度より0.3ポイント減少していることから、町内会に加入されているものの、実際の
活動に参加できていない方が多くいるものと考えられる。

市民に町内会活動の意義が十分に伝わっていないと考えられることから、啓発活動をさらに充実させるとともに、町内
会への支援制度、行政事務委嘱の内容のあり方について検討を行う必要がある。

町内会の運営実態の把握を目的に、平成30年度に町内会へアンケート調査を実施し、町内会等の活動支援や行政
事務委嘱の内容のあり方について検討する。

近年、京阪神のベッドタウンとして住宅開発が進み、転入者超過傾向にある。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 52.0 53.0 54.0

まちづくりの基本方針

分野

20－02－① 基本方針

基礎的コミュニティ活動の支援

良好な地域社会の形成、住民福祉の増進、住民主体のまちづくりのさらなる推進を図るため、町内会や自治会など住
民自治組織の活動を支援します。

町内会の活動に参加している市民の割合（％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要

事業についてのみ記載しています。

20－02－①



第５次草津市総合計画第３期基本計画

■施策評価シート
「活気」があふれるま

ちへ

コミュニティ・市民自治

施策番号 市民公益活動の促進

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成32年度

目標値 57

実績値 －

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成31年度の取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

（※基準値） 51 53 55

まちづくりの基本方針

分野

20－03－① 基本方針

市民公益活動の支援

中間支援組織である（公財）草津市コミュニティ事業団と連携を図りながら、各種団体の活動を支援する補助金制度の
活用や、まちづくり講座、交流イベントの積極展開等に努めます。

市内のＮＰＯ法人数（団体）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（公財）草津市コミュニティ事業団運営費補助事業 まちづくり協働課
市と草津市コミュニティ事業団とが連
携・協力し、各種講座や交流イベントを
計画通り実施した。

49 50 － －

平成28年度から1団体の増加となった。

市民公益活動団体を支援する市の事業をとりまとめた「市民活動資料集」の発行や保険加入に対する補助を行った。
草津市コミュニティ事業団が実施した各種講座事業に対し支援を行った。

引き続き情報の発信や保険補助を行う。また、草津市コミュニティ事業団と連携・協力し市民公益活動支援を行う。

市民公益活動団体を支援する（公財）草津市コミュニティ事業団等の中間支援組織の活動が施策実績に大きく影響す
る。

主要事業 担当課 達成度評価理由

事務事業 担当課
市民活動推進事業 まちづくり協働課
市民活動保険加入補助事業 まちづくり協働課
市民提案制度推進事業 まちづくり協働課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要

事業についてのみ記載しています。

20－03－①


